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令和７年度 

木の国・山の国県民会議 

各専門部会の取組状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

森づくり部会 

令和７年度専門部会の取組状況 
部会名 森づくり部会 担

当 

森林経営課 

整備係 部会長 篠田 成郎 

構成員 

(所属名) 

篠田 成郎 ＜部会長＞  （岐阜大学名誉教授） 

長瀬 雅彦 ＜副部会長＞ （一般社団法人名古屋林業土木協会副会長）  

伊藤 栄一               （ＮＰＯ法人森のなりわい研究所代表理事） 

加藤 惠子        （一般財団法人岐阜県地域女性団体協議会会員） 

島内 厚実        （岐阜森林管理署長） 

髙橋 知樹        （一般社団法人岐阜県森林施業協会副会長） 

古川 昌樹        （一般社団法人岐阜県林業経営者協会会員） 

山川 弘保        （林業家、郡上市長） 

今年度

計画 

１ 令和７年度検討事項 

 ・前年度提案「新共同・集約化森林」の推進に向けた具体的施策 

２ 検討事項の具体的取組 

 ・意見交換の実施 

 
実施 

 

状況 

３ 取組状況  

■第１回（令和７年９月２９日（月）） 

○令和７年度の検討テーマについて意見交換 ※オンライン併用開催 
 ・前年度の森づくり部会の取組みを振り返るとともに、集約化に取り組む上での前提、

集約化の実施主体、集約化後の森林利用等ついて意見交換を実施 
   【主な意見】 
  ・実際に自分の山の境界を分かっている人を把握する必要がある。 
  ・集約化ができたら林業、森林関係のビジネスは自然と動いていくと思う。 
 
■第２回（令和７年１１月１４日（金）） 
○令和７年度の検討テーマについて意見交換 ※オンライン併用開催 
 ・集約化モデル事業や過去の森づくり部会でのゾーニングの検討内容を把握した上で、

経営管理支援法人のあり方やゾーニングの精緻化等ついて意見交換を実施 
   【主な意見】 
  ・経営管理支援法人は、公平に仕事を分配できるような組織が望ましい。 
  ・県のゾーニングは、木材生産を重視。地域に合った方針を定めることが大切。 
 
■第３回（令和８年２月３日（火）） 
○森づくり部会からの提言に関する意見交換等 
 ・第５期森林づくり基本計画（たたき台）について意見聴取 

・前年度提案「新共同・集約化森林」の推進に向けた具体的施策として、経営管理支援

法人のあり方等について意見交換を実施 
   【主な意見】 
  ・全県をカバーする組織とすることで、各地域に特化した人や、様々な分野に詳しい人、

いろいろな人を集めることができるのではないか。 
  ・組織による支援について、潜在的なニーズはあると思うが、その掘り起こしが大事。 
  ・先に県で組織を作って動かすのは難しい。属地的に始めてみてはどうか。 
    
４ 取組結果 

  ※別添資料のとおり 

今後の

課題 

５ 今後の課題 

 ○提言内容を具体化するためのパイロットモデル事業の立ち上げ 

〇地域ニーズの掘り起こし 

 

【主な意見】 

【主な意見】 

【主な意見】 
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【 ミ ッ ショ ン1 】 森林の姿と 経営方針の明確化 

① 将来イメ ージ→合意形成

② 短期ビジネス目標設定

③ ゾーニング： 複合評価・ 精緻化・ 最適化

【 ミ ッ ショ ン2 】 集約化の受託 

① 大規模共集林の集約化調整

② 持ち 分割合適正化・ 所有者同意・ 境界把握

に資する 信頼関係醸成

③ 林業事業体の割振調整・ 森林整備発注： 技

術者特性・ 公平性・ 中立性

④ 地域森林管理業務一元化： 認可地縁団体・

市町村林務委託受け皿

【 ミ ッ ショ ン3 】 専門家集団の構築 

① 専門家集団化： 専門性・ 地域性

② 専門人材データ ベース ： 登録・ 管理ク ラ ウ

ド システム

③ 人材・ 組織連携機能： 専門家コ ミ ュ ニティ

形成

④ DX・ AI活用人材

【 ミ ッ ショ ン4 】 技術・ 制度の指導・ 支援 

① 主伐・ 再造林に係る 技術的・ 制度的課題解

決

② 路網整備・ メ ン テナンス・ 最適線形

③ 苗木生産

④ 公益的機能形成メ カ ニズム

⑤ 生態系バラ ンス・ NbS

⑥ 獣害対策

岐阜県森林経営管理支援チーム 

森林経営管理制度（ 森林経営管理法） に基づき ，

共集林形成を 支援する岐阜県全体の組織

【 構成】  

① 岐阜県ag・ 市町村林務職員のOB

② 森林組合・ 林業事業体のプラ ン ナー

現職／OB

③ 岐阜県森林組合連合会・ 森林コ ン サ

ルタ ン ト 会社・ 建設コ ン サルタ ン ト

会社などから の派遣人材

【 運営財源】  

① 森林環境譲与税

② 岐阜県森林・ 環境税

③ 市町村委託費

ダブルワーク 可

キャ リ アパス考慮

●●市 ●●町 ●●村

集約化の委託

共同森林経営策の相談

実務専門人材育成の依頼

【 付加的機能】  

① 専門人材育成： ag・ プラ ン ナーの実

務教育など

② 地域密着支援： 市町村林務課内など

③ 他地域事例紹介

④ 異業種連携

共集林＝新共同・ 集約化森林

令和7 年度森づく り 部会提案

共集林設置の受託

地域事業への専門家派遣

モデル地域での試行

Forester集団

提案の要点 

✦ 岐阜県全域を 対象と し た森林経営管理支援チーム設置による 地域（ 市町村） における 共集林モデル事業の推進 

✦ 地域の実情に合わせて取り 組める 専門家集団構築と 体制づく り  

✦ 市町村に派遣する 専門家人材と 地域の既存人材（ 地域森林管理士， 地域林政アド バイ ザー， 地域おこ し 協力隊な

ど） と の協働による共集林化支援 

✦ 地域森林経営管理法人や協議会を 作れない地域の支援を可能と する （ 専門家集団＝お手伝い集団）  

段階的取り 組み案 

✦ 共集林化の必要性を 感じ てはいる も のの， 実現でき ない地域（ 市町村） を対象と し たパイ ロ ッ ト モデル事業の立ち

上げ 

✦ 地域ニーズの掘り 起こ し  

✦ 地域の森林専門家（ 地元から の信頼あり ） ＋営業のプロ（ パート タ イム移住者など） が一緒になっ て地元所有者に

説明
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木づかい部会 

令和７年度専門部会の取組状況   
部 会 名 木づかい部会 担

当 

県産材流通課 

木造建築推進室消費対策係 部 会 長 中島由紀子 

構 成 員 

（所属名） 

中島 由紀子 ＜部会長＞ （ＮＰＯ法人グッドライフ・サポートセンター理事長） 

田口 房国  ＜副部会長＞（株式会社山共 代表取締役社長） 

新井 智真        （岐阜県生活学校連絡協議会 副会長） 

石橋 明世        （ひだまりほーむ 株式会社鷲見製材 専務取締役） 

岩井 香織        （（公社）岐阜県森林公社 森のジョブステーションぎふ 担い手支援員） 

 岡田 利里        （（公社）岐阜県建築士会女性委員会 委員長） 

 吉田 香央里       （ヤマガタヤ産業株式会社 取締役） 

 

今年
度計

画 

１ Ｒ７年度検討事項 
 ・新たな県産材のＰＲ方法について 

２ 検討事項の具体的取組み 
・県民向け及び建築士向けの県産材ＰＲ冊子作成 

 

実施
状況 

３ 取組状況 
 
■第１回（令和７年６月１２日（木））岐阜県庁２０階 ２００３会議室 
〇岐阜県木の国・山の国県産材利用推進計画 令和６年度施策の実施状況（案）について 
〇今年度の取組み（冊子の作成）について 
 
 
    
 

 

 

 

 

 

■第２回（令和７年１１月１４日（金））岐阜県庁３階 ３０４会議室 
〇今年７年度「ぎふの木づかい施設認定」について 
〇県産材ＰＲ冊子の記載内容について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■第３回（令和８年２月１９日（木））書面開催 
〇県産材ＰＲ冊子案について 
〇第５期岐阜県森林づくり基本計画について 
〇令和８年度木づかい部会の取組方針について 
 
 
 
 
 

＜岐阜県木の国・山の国県産材利用推進計画 令和６年度施策の実施状況（案）について＞ 
・令和７年度はさらに住宅着工戸数が下がると思われるので、次期計画策定時には、実態に合わせた目標

値にする必要がある。 
・県立高校では県産材が使われているので、各市町村の教育委員会にも声を掛け、小中学校のフリースペ

ース等に県産材を使ってもらえれば、さらに需要が広がるのではないか。 
＜今年度の取組み（冊子の作成）について＞ 
・県民向け冊子については、リノベーションを含む住宅購入者向けの内容が良い。 
・建築士向け冊子は、木造化、内装木質化した際の補助事業が調べやすいものが良い。 

【主な意見】 

＜県産材ＰＲ冊子の記載内容について＞ 
〇県民向け冊子について 
・県民が外材や他都道府県産材ではなく、県産材を使う重要性について書いた方が良い。 
・住宅施工事例には、流行りを意識した事例も掲載すると良い。 
〇建築士向け冊子について 
・事例写真に工法も書いた方が良い。 
・木材は、使用後も有効活用できるため、ＳＤＧＳに貢献できることを表現できると良い。 

【主な意見】 
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４ 取組結果 
 ＜県民向け及び建築士向けの県産材ＰＲ冊子作成＞ 

 ・大人（県民及び建築士）に対し、県産材利用による環境保全や健康への効果などを啓発し、県産材の需要拡

大を目指すため、県産材ＰＲ冊子の作成を県産材流通課と協働で行い、県民向け冊子、建築士向け冊子を完

成させた。（印刷はＲ８年度を予定）。 

  

 ＜その他＞ 

 ・県産材を使用した９施設を「ぎふの木づかい施設」として認定した。 

 

今
後
の 

課
題 

５ 今後の課題 
 ・令和９年度からの次期県産材利用推進計画の内容を検討する必要がある。 

・今年度作成した県産材ＰＲ冊子の効果的な活用方法を検討する必要がある。 

 

＜県産材ＰＲ冊子案について＞ 
・「ぎふの木製品カタログ」が閲覧できるＱＲコードを付けてはどうか。 
＜第５期岐阜県森林づくり基本計画について＞ 
・岐阜県ならではの特徴として「岐阜の匠の技」などの文言を入れられないか。 
＜令和８年度木づかい部会の取組方針について＞ 
・情報発信をする際には、ＡＩが探しやすい方法でインターネット上に掲載できると良い。 

【主な意見】 
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普及・教育部会 

令和７年度専門部会の取組状況 

部 会 名 普及・教育部会 担

当 

森林活用推進課 

木育推進係 部 会 長 伊藤 栄一 

構 成 員 

（所属名） 

石橋 明世（ひだまりほーむ 株式会社鷲見製材 専務取締役） 

伊藤 栄一（森のなりわい研究所 代表理事） 

岡崎 佳代子（岐阜県小中学校女性校長会長） 

加藤 恵子（（一財）岐阜県地域女性団体協議会 会員） 

加藤 正吾（岐阜大学応用生物科学部 准教授） 

田口 弥生子（公募委員） 

中島 由紀子（ＮＰＯ法人グッドライフ・サポートセンター 理事長） 

古川 昌樹（（一社）岐阜県林業経営者協会 会員） 

細川 正孝（加子母森林組合 代表理事組合長） 

安田 裕樹（岐阜信用金庫 ソリューション営業課長） 

山川 弘保（林業家、郡上市長） 

今

年

度

計

画 

１ 令和７年度検討事項 

第 1 回「令和７年度の普及・教育部会の取組について」 

第 2 回「令和８年度の普及・教育関係事業について」 

第 3 回「令和７年度の普及・教育部会の取組状況について」 

「令和８年度の普及・教育部会の取組について」 

２ 検討事項の具体的取組み 

・ぎふ木育の全県展開に向けた取組みと、次の施策の方向性について意見をいただく。 

・ぎふ森のある暮らし推進協議会の森林サービス産業の取組みについて意見をいただく。 

実

施

状

況 

３ 取組状況 

■第１回（令和７年６月３日（火））  

事例紹介：「林業ボードゲーム（FOREST BALANCE GAME）について」（飛騨五木株式会社） 

議題：「令和７年度の森林活用推進課の主要事業等について」（森林活用推進課） 

「令和７年度の普及・教育部会の取組みについて」（森林活用推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■第２回（令和７年１１月１３日（木））  

議題：「令和７年度の普及・教育の取組みについて」（森林活用推進課） 

   「令和８年度以降の普及・教育の取組みについて」（森林活用推進課） 

   「第５期森林づくり基本計画の策定に向けた現状と課題（たたき台）について」（森林活用推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和７年度の森林活用推進課の主要事業等について」 

・緑と水の子ども会議の実施方法について、当年度に申込みできるような仕組みを検討するなど、実施

方法を見直しする時期に来ているのではないか。 

・ぎふ木遊館サテライト施設が整備されているが、利用者となる子どもの保護者は自分たちが活動でき

る場所を求めており、環境を整備できれば、保護者が資格を取って活動してもらえるのではないか。 

・そもそも子どもが林業という仕事を知らないケースがあり、中学生や高校生といった段階で、林業を

知ってもらうことが重要であり、森林環境譲与税の一部を、そういった就労に充てることも必要なの

ではないか。 

・林業を刷り込んでいくのは、ある意味「ぎふ木育」の役割である。 

 

【主な意見】 

「令和７年度の普及・教育の取組みについて」 

・ぎふ木遊館サテライト施設については、デザインも重要であるが、安全への配慮も重要である。 

・ぎふ木育コーディネーターは管轄エリアが広く、地域の特性を踏まえ、自由な活動をフォローする役割

が重要である。 

 

【主な意見】 
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 ■第３回（令和８年２月５日（木）） 

  議題：「普及・教育に関する取り組みについて」（森林活用推進課） 

「令和７年度の普及・教育部会の取組状況について」（森林活用推進課） 

「令和８年度の普及・教育部会の取組について」（森林活用推進課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実

施

状

況 

４ 取組結果 

 ・令和７年度及び令和８年度の普及・教育の取組への提案を行った。 

 ・第５期岐阜県森林づくり基本計画策定への提案を行った。 

 

今

後

の

課

題 

５ 今後の課題 

・第５期岐阜県森林づくり基本計画を着実に実行するための指標の検討について 

 

 

「普及・教育に関する取り組みについて」 

・緑と水の子ども会議について、学校側の希望をブラッシュアップし、使い勝手を良くしていくことが

必要である。 

・ぎふ木育指導者交流会について、今後のテーマとして、緑と水の子とも会議の学校提案事業を掘り起

こすため、講師や学校の先生が交流できる機会を設けても良いと考える。 

・「木育」についても、統一したロゴやシンボルマークがあると良いのではないか。 

・高山市では、「飛騨の匠」や「飛騨の木工」がブランディングされており、全国から学生が集まると聞

いている。「木育」についてもそういったブランディングが重要である。 

【主な意見】 

「令和８年度以降の普及・教育の取組みについて」 

・今の「ぎふ木育」は木のおもちゃに触れるということが中心になっているが、昔は木に山を植えるな

ど、生活が木育そのものであった。木の年輪はどのようにできるかや、ミネラルとは何かなど、幅広

い教育が必要である。 

・森林からのアプローチを進めることについて、まずは分かりやすいところから、森林全体へ広めてい

けるとよい。 

 

「第５期岐阜県森林づくり基本計画の策定に向けた現状と課題（たたき台）について」 

・いかに実行するかというロードマップが重要である。また学校、市町村との連携も必要である。 

・「ぎふ木育」を公立青少年教育施設で実施していくアイデアは大変よいと考える。施設の森林を活用し、

木育プログラムを実施して欲しい。 

・Ｇ－クレジットについて、今後大手企業への営業や、市町村のふるさと納税を活用していくなどの検

討が必要ではないか。 

・「ぎふ木育」の施策については、都市部をマーケットとし、下流から上流へフィードバックできるとよ

い。 
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